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令和２年度 第１回 長野市社会福祉審議会 次第 

 

日時：令和２年６月２日（火） 

午後１時 30 分から 

場所：ふれあい福祉センター5 階ホール 

 

１ 開会 

２ あいさつ 

３ 委員紹介 

４ 正副委員長の選出 

５ 諮問 

６ 議事 

(1) 専門分科会委員等の指名 

(2) 諮問事項 

(ｱ) 令和３年度 長野市の保育所等保育料（利用者負担）について 

(ｲ) 第四次長野市地域福祉計画の策定について 

(ｳ) 第九次長野市高齢者福祉計画・第八期長野市介護保険事業計画 

（あんしんいきいきプラン２１）の策定について 

(3) 経過報告 

(ｱ) 老人憩の家の利用者負担の見直しについて（令和元年 5 月 27 日諮問） 

(ｲ) 第２次 長野市障害者基本計画・第６期 長野市障害福祉計画 

・第２期 長野市障害児福祉計画の策定について（令和２年２月３日諮問） 

(4) その他 

７ その他 

８ 閉会 
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市 議 会 議 員 　　４人
学 識 経 験 者 　１１人
社会福祉関係者 　１２人

計 　２７人
令和2年6月2日

選出区分 委員氏名 推薦団体・役職等 所属専門分科会 備考

市議会議員 北澤　哲也
 長野市議会議員
 福祉環境委員会 委員長

老人福祉

小泉　栄正  長野市議会 議長
地域福祉
民生委員審査

滝沢　真一  長野市議会 議員 障害者福祉

寺沢さゆり  長野市議会 議員 児童福祉

学識経験者 青木　寛文  長野県弁護士会 地域福祉

飯島富士雄  更級医師会　顧問 障害者福祉

小池　正志  長野県社会福祉士会　事務局長 老人福祉

小林　敏枝  松本大学 教授 障害者福祉

小林　久男  中条地区住民自治協議会　会長 地域福祉

髙野　哲浩
 成年後見センター
  リーガルサポートながの　支部長

障害者福祉

武田るい子  清泉女学院短期大学 教授 地域福祉

塚田まゆり  長野市教育委員会 委員
児童福祉
民生委員審査

水口　　崇  信州大学教育学部 准教授 児童福祉

宮澤　政彦  長野市医師会 会長 老人福祉

山岸　明浩  信州大学教育学部 教授 老人福祉

社 会 福 祉 伊藤　篤志  長野市民生委員児童委員協議会 会長
地域福祉
民生委員審査

関 係 者 岩下　秀雄
 長野市民生委員児童委員協議会
 高齢者福祉部会　部会長

老人福祉

小林　和夫  長野市身体障害者福祉協会 理事長 障害者福祉

近藤　定利  長野市老人クラブ連合会 会長 老人福祉

重野　美信
 長野市放課後子ども総合プラン館長施設長会
 会長

児童福祉

嶋田　直人  長野県高齢者福祉事業協会　副会長 地域福祉

高山さや佳
 長野市ボランティアセンター運営委員会
 副委員長

地域福祉

寺田　裕明  長野市社会福祉協議会 会長
老人福祉
民生委員審査

丸山　香里  長野市手をつなぐ育成会 副会長
障害者福祉
民生委員審査

峰川　暁見  長野市私立保育協会 会長 児童福祉

横地　克己  長野市社会事業協会 理事長
障害者福祉
民生委員審査

和田　典善  長野市幼稚園・認定こども園連盟 会長 児童福祉

長野市社会福祉審議会（本会）委員名簿
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令和３年度 長野市の保育所等保育料（利用者負担）について 

 
令和２年６月２日 

こども未来部 保育・幼稚園課 
 
 
１ 保育料（利用者負担）の決定について 

本市の保育所等保育料の決定に当たっては、法令上、長野市社会福祉審議会（以下

「審議会」という。）からの答申は必要とされていませんが、昭和 50年度から審議会の

答申を踏まえて決定しています。 
 

２ 教育・保育に要する経費と保育料（利用者負担）について 

保育所等の運営に要する費用（人件費・管理費・事業費）は、公費（国・県・市）と

保護者で負担することになっており、保護者は、政令で定める額（保育料基準）を限度

として市町村が設定した保育料を所得に応じて負担します。 

なお、本市では、子育て世帯の経済的負担に配慮し、国の示す保育料基準の一部を軽

減して設定しています。 
 

３ これまでの審議会における保育料（利用者負担）の審議内容及び改定内容について 

保育所保育料については、税制改正への対応など、国基準の改定等に合わせて、新

たな所得階層区分の新設や料金の改定を行ってきました。 

平成 27 年４月からの「子ども・子育て支援新制度」や令和元年 10 月からの「幼児

教育・保育の無償化」に合わせ、平成 26 年度以降の審議会では、保育所等保育料につ

いて、次のように答申いただき決定しています。 

（１）平成 26 年度（「子ども・子育て支援新制度」関係） 

①「保育標準時間認定」と「保育短時間認定」の区分の設定 

② 幼稚園保育料について、これまでの幼稚園就園奨励費補助による保護者の実費負担

分を新たに保育料として設定 

③ 保育所等保育料の所得階層区分の算定根拠を国基準の変更に合わせて、所得税額か

ら市町村民税所得割課税額に変更 

（２）平成 27 年度以降（「国の幼児教育の段階的な無償化に向けた取組」関係） 

 多子世帯等の保育所等保育料を軽減するため、年収約 360 万円未満相当の世帯につ

いて、従来の多子軽減における年齢の上限を撤廃するなど、各年度における国の幼児

教育の段階的な無償化に向けた取り組みに合わせて軽減 

（３）平成 30 年度（「幼児教育・保育の無償化」関係） 

 ① 令和元年度の４月から９月までの保育所等保育料は据え置き 

② 令和元年度の 10月以降の保育所等保育料 

ア ３歳から５歳までの全ての子どもたちに係る幼稚園、保育所、認定こども園及び

地域型保育事業の保育料を無償化 

イ ０歳から２歳までの住民税非課税世帯の子どもたちに係る幼稚園、保育所、認定

こども園及び地域型保育事業の保育料を無償化 

ウ ０歳から２歳までの住民税課税世帯の子どもたちの保育所等保育料は据え置き 

（４）令和元年度 

   現行の保育所等保育料を据え置き 
 

４ 令和３年度の保育料（利用者負担）について 

本年度の保育所等保育料の基準額表は別紙のとおりです。 

本市における来年度の保育所等保育料については、税制改正や国基準の改定等を踏ま

え、今後の審議会において審議をお願いします。 

資料 No.１ 
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標
準

時
間

保
育

短
時

間
保

育
標

準
時

間
保

育
短

時
間

１
人

目
２

人
目

E
2
1
1
,2

0
1
円

以
上

の
世

帯
0

0

0

３
人

目
以

降

多 子 カ ウ ン ト

年 齢 制 限 な し

B
市

町
村

民
税

非
課

税
世

帯
（
市

町
村

民
税

所
得

割
非

課
税

世
帯

含
む

）
0

0
0

多 子 カ ウ ン ト

年 齢 制 限 な し

市
町

村
民

税
非

課
税

世
帯

C

３
人

目
以

降
１

人
目

２
人

目
３

人
目

以
降

１
人

目
２

人
目

１
人

目
２

人
目

３
人

目
以

降
１

人
目

２
人

目
３

人
目

以
降

階
層

区
分

長
野

市
多

子
世

帯
保

育
料

軽
減

制
度

に
つ

い
て

　
２

　
軽

減
額

　
　

①
 市

町
村

民
税

所
得

割
課

税
額

が
1
6
9
,0

0
0
円

未
満

の
世

帯
の

お
子

さ
ん

　
：
　

保
育

料
全

額
が

軽
減

と
な

り
、

無
料

と
な

り
ま

す
。

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 ②

 市
町

村
民

税
所

得
割

課
税

額
が

1
6
9
,0

0
0
円

以
上

の
世

帯
の

お
子

さ
ん

　
：
　

月
額

最
高

6
,0

0
0
円

の
軽

減
と

な
り

ま
す

。

0
0

C

市 町 村 民 税

所 得 割 課 税 額

7
7
,1

0
0
円

以
下

の
世

帯
0

0
0

0
0

1
,8

0
0

0
0

1
,8

0
0

市 町 村 民 税

所 得 割 課 税 額

4
8
,6

0
0
円

未
満

0
0

0

単
位

：
円
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第四次長野市地域福祉計画の
策定について

保健福祉部福祉政策課

資料 No. ２

１ 計画の目的と計画策定の根拠

２ 計画期間

社会福祉法（平成30年（2018年）４月改正施行）第107条の規定に基づく、
地域福祉の推進に関する事項を一体的に定める計画
平成28年度策定の第三次長野市地域福祉計画が令和３年度に終了する
ため、令和４年度を初年度とする「第四次長野市地域福祉計画」を策定す
るもの

令和４年度から令和８年度までの５年間

(5)



長野市地域福祉計画

長野市成年後見制度
利用促進基本計画
（新規策定※）

長野市総合計画

長
野
市
高
齢
者
福
祉
計
画

長
野
市
介
護
保
険
事
業
計
画

長
野
市
障
害
者
基
本
計
画

長
野
市
障
害
福
祉
計
画

長
野
市
障
害
児
福
祉
計
画

長
野
市
子
ど
も
・
子
育
て
支
援

事
業
計
画

そ
の
他
福
祉
の
各
分
野
に

お
け
る
計
画
や
施
策

３ 計画の位置付け

（※）
・成年後見制度の利用の促進に関する法律(H28.5施行）に基づき、第四次長野市地域福祉計画と一体的に策定
・次期「長野市高齢者福祉計画・長野市介護保険事業計画」及び「長野市障害者基本計画」にも取組内容を記載

・長野市総合計画の施策を具体化する計画

・地域住民や地域の多様な主体が参画し、地域をともに創っていく「地域共
生社会」の実現に向けた取組を進めるための方向性を示すもの

・社会福祉法の改正により、「地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、
児童の福祉その他の福祉の各分野における共通的な事項」を記載する
（第107条第１項第１号）、いわゆる「上位計画」として位置づけられる

・長野市成年後見制度利用促進基本計画と一体的に策定
※資料「成年後見制度利用促進基本計画の策定について」を参照

(6)



市 長

答 申
諮 問

【市民参画組織】 【行政組織】

社会福祉審議会

地域福祉専門分科会
部長会議

市民企画作業部会

（地域福祉ﾜｰｶｰほか）

長野市社会福祉
協議会

市 民
（地区地域福祉活動計画、パブリックコメント、まちづくりアンケート等）

反映 反映

連 携 連 携

長野市地域福祉

庁内推進会議 【参集範囲】
保健福祉部
こども未来部
地域活動支援課
教育委員会学校教育課
ほか

４ 計画策定体制

① 市民参加

・社会福祉法第107条第２項で「地域福祉計画を策定し、又は変更しようとす
るときは、あらかじめ、地域住民等の意見を反映させるよう努める」とされて
いる

・地域福祉の推進には、地域住民の参加が前提であることから、地域福祉
ワーカーを含む「市民企画作業部会」を組織し、課題の整理、計画骨子や素
案の作成等の協議を行う

② 市民と行政との協働
・市民と行政の協働体制で計画策定に取り組む
・庁内関係課と長野市社会福祉協議会で長野市地域福祉庁内推進会議を組
織し、「市民企画作業部会」と連携を図る

(7)



５ 社会福祉法の改正と地域福祉計画について

○法第４条第２項 地域福祉推進の理念の明確化

地域住民等は、包括的に地域生活課題を把握し、支援関係機関と連携して解決を図るよう特に留意する

○法第６条第２項 地域福祉推進の国・自治体の公的責任の明確化
国及び地方公共団体は、地域住民等が、包括的に地域生活課題を把握し、支援関係機関と連携して解決

を図るために必要な措置を講ずるよう努める

○法第106条の３第１項 市町村における包括的な支援体制の整備の推進
市町村は、地域住民等による地域生活課題の解決のための支援が包括的に提供される体制を整備

するよう努める

○法第106条の２ 相談支援を担う機関は、自らでは解決が難しい地域生活課題を把握した場合、支援関係機関
に支援を求めるよう努める

●法第107条
■市町村地域福祉計画策定を努力義務化
■地域福祉計画に記載する事項について以下の項目を追加

・地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り組
むべき事項

・包括的な支援体制の整備に関する事項（社会福祉法第106条の３第１項各号に掲げる事業を実施する

場合）

■定期的に地域福祉計画の調査、分析、評価を行うよう努める

地
域
福
祉
計
画

◎地域共生社会の実現に向けた改革の一環として平成30年（2018年）４月に社会福祉法が改正され、
地域福祉計画関係の規定についても充実が図られた

年度 令和２年度 令和３年度 R4

月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４

計
画
実
施

【審議項目】
第三次計画

中間評価 骨子 経過 素案 修正案 案 新計画 新計画

市議会 〇 〇

社会福祉審議会

地域福祉専門分科会 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

市民企画作業部会 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

部長会議 〇 〇

地域福祉庁内推進会議 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

地域福祉推進会議
○（第三次
計画中間

評価）

第
三
次
計
画
中
間
評
価

（住
自
協
ア
ン
ケ
ー
ト

分
析
等
）

計
画
骨
子
づ
く
り

素
案
作
成

まちづくりアン
ケート結果

修
正
案
作
成

計
画
決
定

パ
ブ
コ
メ

諮問 答申

６ 計画策定スケジュール
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老人憩の家の
利用者負担の見直し

1

資料 No. ４

１ 設置目的

高齢者の相互交流、教養の向上、レクリエーション、入浴等の場

を提供し、心身の健康の保持増進を図る。

２ 位置付け

(1) 昭和40年4月厚生省社会局長通知に基づく施設

(2) 昭和45年4月開設の「松代老人憩の家」をはじめ、現在市内に計
10施設設置されている。

（松代・石川・大豆島・茂菅・若槻・新橋・氷鉋・東北・若穂・東長野）

(3) 利用者の範囲：市内在住の60歳以上の者
（その他市長が特に認める者として障害者手帳所持者及び介助者等）

老人憩の家の設置目的等
2

(9)



計画における方針・目標

あんしんいきいきプラン２１

第八次高齢者福祉計画（平成30年度－令和２年度）

○利用者の安全確保のため、該当する施設の適切な維持改修を
進めるとともに、公共施設マネジメント指針に沿って施設の統廃合
を含めた見直しを検討します。

○平成29年度の利用料金変更後の利用状況を検証し、改めて利
用者負担の見直しについて検討します。

3

利用料金の経過

昭和45年度から開設された老人憩の家は、厚生省
社会局長通知に基づき設置され、通知では原則として
無料とされているが、長野市では特別な設備として「浴
室」を設けたため、実費として利用料金を徴収している。

・ 昭和45年度 ～ 無料

・ 昭和59年度 ～ 50円

・ 平成11年度 ～ 70円

・ 平成14年度 ～ 100円

・ 平成19年度 ～ 120円

・ 平成22年7月～ 150円

・ 平成29年7月～ 200円

4
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直近の利用料金改定の経過
【平成22年７月】 150円に改定(*改定前120円)

コスト計算額 230円 ⇒ 改定上限額 180円 ⇒ 決定額 150円

(3年後の見直しが条件) (経済情勢等考慮)

5

【平成25年度】

・利用料金見直しは行わず、危険区域立地・老朽化施設の再編検討を優
先

【平成29年７月】 200円に改定（７年間利用料金改定未実施）

コスト計算額 227円 ⇒ 改定上限額 225円 ⇒ 提案額 220円

⇒ 決定額 200円(負担緩和考慮)

（附帯意見）改定後の利用状況を検証し、見直しの妥当性を確認した
上で３年後に利用者負担の見直しの検討を行うこと

【令和元～２年度】 利用者負担の見直しの検討 （消費税増税など）

利用者数の推移
（入浴利用者とそれ以外）（人）

6

189,586 189,991 180,294 179,497 185,646 180,242 176,759 168,003 
155,466 

122,928 

14,661 17,115 
16,344 17,300 

16,589 
16,187 17,051 

15,739 
20,702 

22,158 

0

100,000

200,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 Ｒ元

入浴以外

入浴利用
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区分 Ｈ27 H28 H29 H30 R元

利用収入(円) 18,877,030 18,116,450 21,683,670 21,063,280 16,644,980

利用者数の推移（利用者内訳）（人） ７

【参考】 年間の利用料金収入（全10施設の合計額）

132,465 127,819 121,528 112,085 
88,392 

38,197 38,414 
36,487 

34,299 

27,481 

9,162 10,146 
9,384 

8,424 

6,456 

418 
380 604 

658 
599 

16,187 17,051 
15,739 

20,702 

22,158 

0

100,000

200,000

H27 H28 H29 H30 R元

入浴以外

250円該当

保護者

身障者

高齢者

利用者負担の見直しスケジュール
年 月 内 容

令和元年

５月27日

・社会福祉審議会へ諮問

・令和元年度第１回老人福祉専門分科会（諮問内容説明）

10月29日 《老人福祉専門分科会 開催中止 》

令和２年

２月３日

・令和元年度第２回老人福祉専門分科会（令和２年度へ審議
継続を決定）

６月２日 ・令和２年度第１回老人福祉専門分科会（実態･分析報告）

８月 ・令和２年度第２回老人福祉専門分科会（考え方の整理）

10月
・令和２年度第３回老人福祉専門分科会（答申案決定）

・社会福祉審議会から市長に答申

11月 ・庁内合意

令和３年

３月
・条例改正

４月 ・市民周知（４月～６月）

７月 ・利用者負担見直し

８
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第２次長野市障害者基本計画・第６期長野市障害福祉
計画・第２期長野市障害児福祉計画の策定について

保健福祉部 障害福祉課

資料 No. ５
1

１ 計画の目的と計画策定の根拠
〇長野市障害者基本計画

障害者基本法第11条第３項の規定に基づく、障害者のための施策に関す
る基本的な計画（現行計画期間：平成23年度～令和２年度の10年間）

〇第５期長野市障害福祉計画

障害者総合支援法第88条第１項の規定に基づく、国の基本指針に即して、
障害福祉サービスの提供体制の確保その他障害者総合支援法に基づく業務
の円滑な実施に関する計画

〇第１期長野市障害児福祉計画

児童福祉法第33条の20の規定に基づく、国の基本指針に即して、障害児通
所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保その他障害児通所支援及び
障害児相談支援の円滑な実施に関する計画
（現行計画期間：平成30年度～令和２年度の３年間）

３つの計画が同時に終了することから一体化して策定

2２ 計画期間の変更

年 度 23 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8

市障害者基本計画

市障害福祉計画

市障害児福祉計画

県障害者計画 長野県障がい者プラン2012 長野県障がい者プラン2018

県障害福祉計画 第３期 第４期 第５期

県障害児福祉計画 第１期

国障害者基本計画 第３次障害者基本計画 第４次障害者基本計画

第１次 第２次

第３期 第４期 第５期 第６期

第１期 第２期

現行の長野市障害者基本計画は計画期間を１０年間としているが、計画期間を３年間とす
る第６期長野市障害福祉計画、第２期長野市障害児福祉計画と終了時期を合わせるため、
第２次長野市障害者基本計画は、令和３年度から令和８年度までの６年間とする。
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3

長野市

長野市障害者基本計画庁内推進会議

長野市社会福祉審議会
（障害者福祉専門分科会）

３ 計画の策定体制

長
野
市
障
害

ふ
く
し
ネ
ッ
ト

障
害
者
団
体

（
身
体
・
知
的
・
精
神
障
害
者
団
体
等
）

当
事
者
・
支
援
機
関
・
一
般
市
民諮

問
答
申

連
携

意見反映

4４ 計画策定のスケジュール

2021年度

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

内容

部長会議 ○ ○ ○

市議会 ○ ○

社会福祉審議会 ○ ○

障害者福祉専門分科会 ○ ○ 中止 ○ ○ ○ ○ ○

庁内推進会議 ○ 中止 ○ ○ ○ ○ ○

障害ふくしネット ○ ○ ○ ○ ○ ○

項　　目
令和元年度 令和２年度

各
事
業
の
評
価
検
証

新

規
・
廃
止
事
業
洗
い
出
し

住
民
ニ
ー
ズ
調
査

諮問 答申

基
本
計
画
素
案
・
障
害
福
祉
計
画
素
案
作
成

サ
ー
ビ
ス
量
の
見
込

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

計
画
案
の
修
正

計
画
決
定

計
画
施
行

計画実施状況報告、

アンケート案提示

スケジュール・策定

体制の説明

諮問、アンケート

結果報告

骨
子
案
作
成

基本計画素案

福祉計画素案・

サービス量の

見込 パブコメ案
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社会福祉法（抜粋） 

 

 

（第一条から第六条 略） 

 

第二章 地方社会福祉審議会 

（地方社会福祉審議会） 

第七条 社会福祉に関する事項（児童福祉及び精神障害者福祉に関する事項を除く。）を調査審議す

るため、都道府県並びに地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項

の指定都市（以下「指定都市」という。）及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市（以下

「中核市」という。）に社会福祉に関する審議会その他の合議制の機関（以下「地方社会福祉審議

会」という。）を置くものとする。 

２ 地方社会福祉審議会は、都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の長の監督に属し、その諮問

に答え、又は関係行政庁に意見を具申するものとする。 

（組織） 

第八条 地方社会福祉審議会は、委員三十五人以内で組織する。 

２ 特別の事項を調査審議するため必要があるときは、地方社会福祉審議会に臨時委員を置くことが

できる。 

（委員） 

第九条 地方社会福祉審議会の委員及び臨時委員は、都道府県又は指定都市若しくは中核市の議会の

議員、社会福祉事業に従事する者及び学識経験のある者のうちから、都道府県知事又は指定都市若

しくは中核市の長が任命する。 

（委員長） 

第十条 地方社会福祉審議会に委員の互選による委員長一人を置く。委員長は、会務を総理する。 

（専門分科会） 

第十一条 地方社会福祉審議会に、民生委員の適否の審査に関する事項を調査審議するため、民生委

員審査専門分科会を、身体障害者の福祉に関する事項を調査審議するため、身体障害者福祉専門分

科会を置く。 

２ 地方社会福祉審議会は、前項の事項以外の事項を調査審議するため、必要に応じ、老人福祉専門

分科会その他の専門分科会を置くことができる。 

（地方社会福祉審議会に関する特例） 

第十二条 第七条第一項の規定にかかわらず、都道府県又は指定都市若しくは中核市は、条例で定め

るところにより、地方社会福祉審議会に児童福祉に関する事項を調査審議させることができる。 

２ 前項の規定により地方社会福祉審議会に児童福祉に関する事項を調査審議させる場合においては、

第八条第一項中「三十五人以内」とあるのは「五十人以内」と、前条第一項中「置く」とあるのは

「、児童福祉に関する事項を調査審議するため、児童福祉専門分科会を置く」と読み替えるものと

する。 

（政令への委任） 

第十三条 この法律で定めるもののほか、地方社会福祉審議会に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

（第十四条以降 略） 
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○長野市社会福祉審議会条例 

平成12年３月30日長野市条例第３号 

改正 

平成12年９月29日条例第49号 

平成14年３月29日条例第12号 

平成17年３月30日条例第10号 

平成20年３月28日条例第12号 

平成23年12月20日条例第30号 

平成25年９月30日条例第31号 

平成27年３月27日条例第10号 

令和２年３月30日条例第８号 

長野市社会福祉審議会条例 

（設置等） 

第１条 社会福祉法（昭和26年法律第45号）第７条第１項及び地方自治法（昭和22年法律第67号）

の規定に基づき、長野市社会福祉審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

２ 審議会は、社会福祉に関する事項を調査審議するほか、児童福祉に関する事項（子ども・子育

て支援に関する事項を含む。）及び精神障害福祉に関する事項を調査審議するものとする。 

３ 社会福祉法第11条第１項の規定に基づき設置する身体障害者福祉専門分科会を障害者福祉専門

分科会と称し、第６条第１項第２号に掲げる事項を調査審議するほか、障害者基本法（昭和45年

法律第84号）第11条第６項の規定により意見を聴く機関とする。 

（組織） 

第２条 審議会は、委員27人以内で組織する。 

（任期） 

第３条 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（副委員長） 

第４条 審議会に副委員長１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を行う。 

（会議） 

第５条 審議会は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、委員の４分の１以上が審議すべき事項を示して招集を請求したときは、審議会を招
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集しなければならない。 

３ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、議事を開き、議決を行うことができない。 

４ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところに

よる。 

５ 臨時委員は、特別な事項について議事を開き、議決を行う場合には、前２項の規定の適用につ

いては、委員とみなす。 

（専門分科会） 

第６条 審議会に次の各号に掲げる専門分科会を置き、当該各号に定める事項を調査審議する。 

(１) 民生委員審査専門分科会 民生委員の適否の審査に関する事項 

(２) 障害者福祉専門分科会 身体障害者、知的障害者及び精神障害者の福祉に関する事項 

(３) 児童福祉専門分科会 児童並びに母子及び父子の福祉に関する事項（子ども・子育て支援

に関する事項を含む。） 

(４) 老人福祉専門分科会 老人の福祉に関する事項 

(５) 地域福祉専門分科会 地域福祉に関する事項 

２ 専門分科会に属すべき委員及び臨時委員は、委員長が指名する。 

３ 専門分科会に専門分科会長及び専門分科会副会長各１人を置き、当該専門分科会に属する委員

及び臨時委員の互選によりこれを定める。 

４ 専門分科会長は、その専門分科会の会務を掌理する。 

５ 専門分科会副会長は、専門分科会長を補佐し、専門分科会長に事故があるときは、その職務を

行う。 

（審査部会） 

第７条 障害者福祉専門分科会の審査部会は、次の各号に掲げる事項を調査審議する。 

(１) 身体障害者の障害程度の審査に関する事項 

(２) 身体障害者手帳の交付申請に係る医師の指定又は指定の取消しに関する事項 

(３) 更生医療担当医療機関の指定又は指定の取消しに関する事項 

２ 審査部会に部会長及び副部会長各１人を置き、審査部会に属する委員及び臨時委員の互選によ

りこれを定める。 

３ 部会長は、審査部会の会務を掌理する。 

４ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるときは、その職務を行う。 

（専門分科会及び審査部会の会議） 
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第８条 専門分科会又は審査部会の招集、定足数及び議決については、第５条の規定を準用する。

この場合において、同条中「審議会」とあるのは「専門分科会又は審査部会」と、「委員長」と

あるのは「専門分科会長又は部会長」と、「委員」とあるのは「専門分科会又は審査部会に属す

る委員」と読み替えるものとする。 

２ 専門分科会又は審査部会の決議は、これをもって審議会の決議とする。ただし、専門分科会（民

生委員審査専門分科会を除く。）の重要又は異例な事項に関する決議にあっては、この限りでな

い。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に長野市地方社会福祉審議会の委員である者は、この条例の規定に基づ

く長野市地方社会福祉審議会の委員に任命されたものとみなす。この場合において、その任命さ

れたものとみなされる者の任期は、第３条の規定にかかわらず、この条例の施行の日における従

前の長野市地方社会福祉審議会の委員としての残任期間と同一の期間とする。 

（長野市地方社会福祉審議会の調査審議事項の特例を定める条例の廃止） 

３ 長野市地方社会福祉審議会の調査審議事項の特例を定める条例（平成10年長野市条例第59号）

は、廃止する。 

附 則（平成12年９月29日条例第49号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成14年３月29日条例第12号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成17年３月30日条例第10号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成17年４月１日から施行する。 

（長野市特別職の職員等の給与に関する条例の一部改正） 

２ 長野市特別職の職員等の給与に関する条例（昭和41年長野市条例第24号）の一部を次のように
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改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成20年３月28日条例第12号） 

この条例は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年12月20日条例第30号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成25年９月30日条例第31号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成27年３月27日条例第10号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年３月30日条例第８号） 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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長野市社会福祉審議会運営要領 

 

 （趣旨） 

第１ この要領は、長野市社会福祉審議会条例（平成 12 年長野市条例第３号）第９条

の規定に基づき、長野市社会福祉審議会（以下「審議会」という。）の運営に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

 （専門分科会及び審査部会の会議の特例） 

第２ 専門分科会長及び審査部会長は、緊急やむを得ない理由がある場合には、委員

に対し書面により意見を求めることによって、会議の開催に代えることができる。 

 （報告） 

第３ 専門分科会長は、所掌事項について調査審議が終了したときは、その結果を委

員長に報告するものとする。 

 （庶務） 

第４ 審議会の庶務は、保健福祉部福祉政策課が行う。ただし、次の号に掲げる専門

分科会等については、当該各号に掲げる課が行う。 

  (1) 民生委員審査専門分科会 保健福祉部福祉政策課 

  (2) 障害者福祉専門分科会及び審査部会 保健福祉部障害福祉課 

  (3) 児童福祉専門分科会 こども未来部こども政策課 

  (4) 老人福祉専門分科会 保健福祉部高齢者活躍支援課 

  (5) 地域福祉専門分科会 保健福祉部福祉政策課 

 （補則） 

第５ この要領に定めるもののほか、審議会運営に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

 

   附則 

 この要領は、平成 12 年４月 1 日から施行する。 

 この要領は、平成 17 年４月 1 日から施行する。 

  この要領は、平成 21 年４月 1 日から施行する。 

この要領は、平成 26 年４月 1 日から施行する。 

この要領は、平成 27 年４月 1 日から施行する。 

この要領は、平成 30 年４月１日から施行する。 
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令和２年度 長野市社会福祉審議会 

長野市職員名簿 
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職   名 氏   名 備  考 

保健福祉部長 中 澤 和 彦  

こども未来部長 広 田 貴 代 美  

保健所長 小 林 良 清  

保健福祉部福祉政策課長 上  田  哲  夫  

保健福祉部生活支援課長 塚 田 昌 史  

保健福祉部高齢者活躍支援課長 依 田 元 一  

保健福祉部地域包括ケア推進課長 花 立 勝 広  

保健福祉部介護保険課長 横 山  暁  

保健福祉部障害福祉課長 竹 本 好 司  

こども未来部こども政策課長 池 田  彰  

こども未来部子育て支援課長 河 西 公 志  

こども未来部保育・幼稚園課長 島 田 み ち 代  

保健福祉部保健所総務課長 今 井  剛  

保健福祉部保健所健康課長 峯 村  賢  
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